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も放送できるいわゆるセー フハー バー 時間(timeofthewatershed)である午
後9時よりも前に，この種の番組が放送された事例が相次いだ。特に性的な
映像を含む音楽ビデオクリップをセーフハーバー時間外に放送した2つの音
楽ビデオクリップが番組基準違反との判断を受けた。
この問題についてOf℃｡mは，保護者やテイーンエージャーの意識調査を
行い，セーフハーバー時間の設定という形での青少年保護を行うことや，そ
(36）以上につき,http://stakeholders.ofcom.org.uk/broadcasting/guidance/complaints-sanctions/
standards／
(37)http://stakeholders.ofcom.org.uk/broadcasting/guidance/complaints-sanctions/procedures-
statutory-sanctions
(38)Ofcom,Annua/Repo/T&Accounts2077/2072,2012,p.30.
(39)以下,Ofcom,opcit(note38),pp.30-32.それ以前の最近の実例の紹介として,ミドルトン・
前掲注（32）277-282頁参照。
(40）番組基準上冑少年と少年が区別されており，前者は18歳未満の者，後者は15歳未満の者
とされている。
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の時間設定を午後9時とすることについては支持があることを確認するとと
もに，調査の結果も踏まえ，午後9時前あるいはその9時直後に放送するの
に特に注意を要する番組のジャンルやタイプを明確にするガイダンスを定め
た(4')。ここにガイダンスとは，番組基準の解釈を明確にするためにOf℃om
によって定められるものであるが，個別事案におけるOfCom自身の判断を
拘束するものではないとされる(42)。
2011年度の年次報告書では，青少年保護に加えて，澗査報道の公正さや
プライヴァシーの問題に関わる事例も紹介されている。そのうち，スリラン
カ内戦末期における政府軍による戦争犯罪の証拠と称する映像（捕虜の処刑
場面とされる映像など）を放送したチャンネル4の番組についてOf℃omは，
当該番組が極めて論争的な主題を公正に扱っており，チャンネル4全体とし
てみれば，戦争末期におけるスリランカ政府の行動及び政策の評価につき適
切な公正さを保っていたとして，苦情を退けた。
また,PLO(パレスチナ解放機構）の交渉責任者のオフィスより持ち出さ
れリークされた，中東和平プロセスに関する外交文書（パレスチナ・ペー
パーズ)を分析したアルジャズイーラのドキュメンタリーシリーズについて，
PLOと当該交渉責任者に対して不公正であり，また，向者のプライヴァシー
を侵害するものであるとのPLOからの苦情申立てがあった。Of℃omは，こ
うした問題を分析することの公益は，プライヴァシーへの期待よりも優越す
るとの立場をとり，文書の取得及び利用は不当ではないとした｡またOfCom
は，アルジャズィーラはこの文書の真正性を慎重な手順で確認し，諸事実が
公正に提示されるよう周到な配慮を行ったとして,PLOの苦情を退けた。
その他の事項として，特定の石けんを使えば，通常の治療を受けなくても
重病が治るとの放送をしたことについて2万5000ポンド，祈祷の対価とし
(41)Ofcom,OfcomGuidanceProtectiongtheUnder-Eighteens:Observingthewatershedon
televisionandmusicvideos,30September2011(http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/
broadcast/guidance/831193/sectionl.pdf).
(42）「番組蟇準」6頁。
検討課題として残された独立規制機関
て寄付を求める放送を行ったことについて7万5000ポンド，反復して「ア
ダルト・チャット」番組を放送した二つの事業者にそれぞれ13万ポンド，
ll万ポンドの金銭的制裁が課された事例が紹介されている｡
③小括
以上はごく限られた概観にすぎないが，いくつかの興味深い点が指摘でき
るだろう。すなわちまず,Of℃omによる制裁は金銭的制裁が中心であるが，
決して必ずしも軽微なものではなく実質的なものであること，その反面，青
少年保護についてみたように,Of℃omが番組基準を常により明確なものとす
るような努力を払っていること，すなわち番組基準自体も相当に詳細である
が，それとは別に定められるガイダンス(43)によって，放送事業者のリスク
を軽減する配慮が払われていることが注目される。
次に，先に述べた保護者及びテイーンエージャーへの意識調査（これは定
期的に行われているようである(")）に見られるように，常に規制の見直し
の必要性が意識されている｡さらに，調査報道に関して見たように,Ofbom
は年次報告書本文に,OfComは調査報道に関する表現の自由を擁護する姿勢
をとる旨を明確に示しつつも，放送番組の公正性にまで介入している点も注
目される。このようなセンシテイブな領域に踏み込むことは放送の自由に対
する脅威にもなりうるが，他方で先に紹介した事例を見れば，外部からの干
渉に対して放送の自由を擁護する「砦」ともなる。放送内容へのこのような
介入は，独立規制機関ならではのものであり，独立規制機関であることは必
要条件であろう。
(43）番組基準に関するガイダンスは,先に述べたセーフハーバー時間に関するものだけではなく，
番組基準の各章ごとに存在し，さらに,2011年に策定されたラジオにおける下品な言葉遣いに
関するガイダンスがある。
(44）2012年8月にも同様の調査結果が公表された（｢英「夜9時から大人のテレビ時間」77％が
納得」放送研究と調査62巻10号(2012年)75頁)。
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目塗雲多妻耕召誹二課掌壱ビ｣報告書を例にして
ここでは，放送をめく、る状況の変化は，番組規律のあり方に変容を迫る可
能性はないのだろうかという点を検討する。これについては，従来は多チャ
ンネル化に伴う内部的多元性確保のための規制への影響が議論されてきたと
ころであるが，本稿では，いわゆるスマートテレビの普及に伴う課題につい
て一言言及しておきたい。現在，スマートテレビへの関心が日本でも高まっ
てきており,現在日本で発売されているテレビ受像機の多くに,インターネッ
ト接続機能が搭載されている。これらは，少なくとも広い意味でのスマート
テレビであると言える。確かに現時点では，視聴者はこうした機能を十分に
活用していないようである(2012年1月段階で，自宅のテレビや録画機器
へのインターネットの接続率は11%とのことである(45))が，今後の普及が
予想されるところである。
こうしたスマートテレビの普及が意味するものは，この十数年来叫ばれて
きた「放送と通信の融合」の，視聴者体験レベルでの真の実現であろう。l
台のテレビ受像機で，放送とインターネット（通信）がシームレスに利用可
能であるという事実は，視聴者体験を大きく変えるものである。
他方これに伴って，法的規律が変容を迫られるということはないだろう
か｡この点に関する考察の一例として，本稿では，フランスで2011年11月
に作成された報告書の内容を見てみたい。「コネクテッドテレビ」と題され
た報告書(46)は，それぞれ放送，番組制作，通信インターネットサービス
(45）吉次由美・小林憲一「デジタル時代の「新しいテレビ」はどこに向かうのか」放送研究と
調査62巻8号（2012年）2頁（10頁)。こうした状況は，従来のネット接続機能付きテレビ
は，確かにネットには接続できるものの，情報処理能力が不十分であり，操作性も低かったこ
とが原因の－つであるとされる（西田宗干佳『スマートテレビ」（アスキーメディアワークス，
2012年）75-79頁)。
(46)MissionconfieeaMTCandilisetal.,Late/ev/s/onconnectee,Rapporraum/nﾉstﾉede/a
cu/tL"eetdeIacommun/Ca加netaumﾉ､/S"ec/7aﾉgede/'indusme,de/'6ne/g/eetde/'econom/e
検討課題として残された独立規制機関
企業の経営者と，放送に関する独立規制機関であるCSA(Conseilsuperieur
del'audiovisuel,視聴覚高等評議会）の元委員の5名からなる作業グルー プが，
文化コミュニケーション大臣及び産業・エネルギー・デジタル経済担当大臣
の委託により作成したものである。
報告書は，フランスにおけるスマートテレビ（ここでは，コネクテッドテ
レビとスマートテレビは同義のものとし後者の語を用いることとする）の現
状と課題を分析する第1部と，政策提言を行う第2部とからなっている。
第1部では，スマートテレビが視聴者により多くのコンテンツと新しい
サービスとを提供しうる点や，より精綴な広告が可能になる点において，大
きな可能性を有することが指摘された上で，フランス国内の事業者に対して
負の影響を及ぼす恐れも表明されている。具体的には，海賊版の流通による
知的財産権の侵害や，視聴の細分化による収入の低下の他，特に主としてア
メリカに本拠を置くグローバルな事業者との競争圧力や，放送事業者に様々
な義務を課して創作を支援するフランス国内の枠組みの不安定化といった点
について，懸念が表明されている(47)。
第2部では,13の提言が行われているが，これらは次の2点の大きな問
題関心に整理できるように思われる(48)。第1にスマー トテレビにおいては，
従来の放送コンテンツとインターネット上のコンテンツとをシームレスに視
聴することができることになるが，両者に対する法的な規律は大きく異なっ
ている。とりわけフランス法においては，映画産業の保護のためにテレビに
おける映画の放送に対して様々な規制が行われており，また政治的な多元性
や広告に関しても同様に様々な規制が存在する一方で，インターネット上の
コンテンツにおいてはこうした規制は行われておらず，両者の規制態様は日
nume"que,2011(http://www.ladocumentationfrancaise.fr/docfra/rapport_telechargement/var/
storage/rappoIts-publics/114000707/0000.pdf以下「コネクテツドテレビ報告書」として引
用｡）．本報告書の紹介として，新田哲郎「『コネクテッドテレビ」が変える仏メディア界」放
送研究と調査62巻9号（2012年）18頁がある。
(47）「コネクテツドテレビ報告書」5－10頁。
(48）「コネクテッドテレビ報告書」12頁以下。
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本におけるそれ以上に大きく異なるのである。そのため提言においては，映
画保護のための規制，広告の規制，多元性確保のための規制の緩和が提言き
れる一方で,CSAがインターネット上のコンテンツに対する公衆，特に青少
年や視聴者の保護のための措置を検討するよう促している。
第2の大きな問題関心としては，国内に拠点のある事業者とグローバルな
国外事業者との競争条件の均一化がある。この点，国内事業者と国外事業者
との競争条件の大きな相違の一つは，創作支援のための規制枠組みであり，
そこでは，前者は例えば，フランス映画・映像センターを通じた制作者への
経済的支援の財源調達のための課税に服しているのに対し，後者はこうし
た制約を受けていない点が問題となっている。こうした相違を解消するため
に，報告書は創作支援のための規制枠組み自体の必要性を再確認しつつ，国
外事業者にも負担を求めるような方策の導入を求めた。具体的には，電気通
信事業者を納税義務者として，オンラインサービスによってなされた取引に
課税する方法が提案されている｡電気通信事業者は国内に拠点を有するため，
コンテンツ事業者の拠点が伺内か国外かにかかわらず平等に課税が可能にな
り，さらには，著作権侵害コンテンツに対しても課税できるということなど
が理由として挙げられている。
その他国内事業者と国外事業者との競争条件の相違解消のための方策と
して，インターネットにおけるコンテンツ配信に係る付加価値税率が，フラ
ンスでは通常税率(19.6%)であるのに対し,EUの他国では軽減税率を適
用しているところもあるとして，対応を求めている。
以上，ごく簡単にコネクテッドテレビ報告書の内容を紹介した。そこでの
分析及び提言は，フランス固有の事情に関するものも多いが，他方で，本稿
の関心との関係で,ll本でも考慮しなければならないと思われる論点も見受
けられる。ここでは2点を指摘したい。
第1は，放送コンテンツヘの規律とインターネットでのコンテンツの規律
との調和という点である◎従来，放送コンテンツについては，周波数の希少
性や放送の特殊な影響ﾉJという点で特別な規律が課されてきた（前節で述べ
検討課題として残された独立規制機関
た「日本モデル」もそれを前提としている)。前者の論拠は，主として政治
的公平性確保のための規制に関わるが，多チャンネル化により，事実的基盤
を失ってきているという理解が有力になっている｡しかし，日本の放送法は，
こうした変化に対応した改正を受けてはいない。しかし，同一の画面で従来
の放送とインターネットのコンテンツをシームレスに視聴することのできる
スマートテレビが普及した段階でも，なお規制緩和のための改正の必要性が
ないのかどうか，改めて検討の必要が出てくるかもしれない。
他方，放送の影響力論は，主として青少年を始めとする脆弱な立場にある
視聴者の保護を目的とする規制の論拠になってきたといえるが，青少年や消
費者保護の要請は，今日においても重要性を失っていないといえる。そこで
こうした観点から，放送コンテンツとインターネットコンテンツとの規制水
準の調和を図る必要性が生じる可能性があるだろう。
第2に，スマートテレビではコンテンツはより一層国境を超えて流通する
ことになるから，規制の国際的調和の必要性が高まることである。この点は
コネクテッドテレビ報告書ではそれほど強調されてはいないが，それは，視
聴覚分野ではEU諸国の規制の調和がすでに進展しているからである(49)。報
告書ではそれを前提に，スマートテレビの普及に伴って生じる課題への対処
においては,EUの枠組みにより一層依拠する必要性に注意を促している(50)。
四おわりに
本稿の検討からすれば,さしあたり次のようなことが言えるのではないか。
(49)参照,安江則子｢EUにおける視聴覚メディア政策と公共放送｣立命館国際地域研究33号(2010
年）13頁西土彰一郎「EUの「レイヤー型」通信・放送法体系」新聞研究682号(2008年）
43頁，市川芳治「欧州における通信・放送融合時代への取り組み」慶應法学10号（2008年）
273頁など。
(50）『コネクテッドテレビ報告書」11頁。
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まず，日本の放送法は，「規律された自主規制」を定めるものであるが，そ
こでは，行政機関による執行の役割がかなり小さく，視聴者の批判の下，番
組審議機関も介在して放送事業者が自主規制を進めることを中心とするもの
である。こうした放送番組規律のあり方は，比較法的に見て異例であるが，
日本においては，かなりの長年月に渡って放送法の基本的な仕組みとされて
きた。
こうしたあり方と，本稿で見たような独立規制機関による規制のあり方と
が親和的でないことは明らかであり，規制強化を理由として独立規制機関設
立に反対する主張には，独立規制機関の設置が日本の放送法による番組規律
の基本原則の根本的な転換をもたらす可能性があるという意味で，一応の根
拠があることが，本稿によって多少なりとも分析的に明らかにできたものと
思われる。
このような根本的転換を行わないとすれば，日本の放送番組規律の今後の
あり方としては，「様々な主体による言論・表現の圃由を守るための取組の
全体像が枠組みを構成するという意見」（5')が有力になることも理解できる。
こうした意見も多様ではあるが，行政指導を中心とする行政機関による規制
の透明性の強化，放送事業者の自主的な取組みの更なる進展,BPOの機能
の充実，視聴者のメディアリテラシー向上といった方策があいまって，放送
の自由のよりよい機能の発揮を目指すということであろう。
筆者は，このような方向性には基本的に共感できるところがあると考えて
いる。ただし，同時に，これは，「日本モデル」がこのまま維持できること
を前提にした議論である。しかし，問題は，「日本モデル」が今後も維持で
きるのかどうかである。
この点，本稿第3節で垣間見たところによれば，スマートテレビの普及は，
規制のあり方の見直しが現実の課題として浮上しうる要因となりうるのでは
ないかと感じられる。放送規制の伝統的な論拠の一つである社会的影響力論
(51)今後のlCT分野における国民の権利保障等のあり方を考えるフオーラム･前掲注(14)7-8頁。
検討課題として残された独立規制機関
は，「お茶の間侵入論」とも呼ばれたように，放送の「見られ方」ないし通
常想定される視聴形態に基づくところがあった。このように，放送規制のあ
り方を論じるに当たっては，放送の視聴形態や，さらには放送の役割を視野
に入れた考慮が求められていたのである。そうだとすれば,1台の大型画面
で放送とインターネットをシームレスに視聴できるスマートテレビが普及す
れば，コンテンツ規律のあり方にも影響がないとは言い切れないだろう。
仮にそうであるとすれば，規制見直しにおける柱の一つは，放送コンテン
ツとインターネットのコンテンッとの規制の調和であり，また，国際的な規
制の調和ということであろう。そして，想定される方向性としては，放送に
おける公平原則は緩和の可能性がある一方で，青少年等の保護に関しては，
より実効的な措置が求められる可能性もある(52)。
このような中で，仮により実効的な規制が必要だということになれば，そ
れを独立規制機関に委ねるということも選択肢の一つになってくるだろう。
ただし，それは，現在のような「日本モデル」のあり方の見直しの必要性の
有無，全体としては規制が緩和される中で，新たな独立規制機関を設立する
ことまでの必要性の有無他方で，国際的には独立規制機関による規制が一
般化する中で独自の形態を維持することの意義，等々を踏まえた上で，金融
等の他の規制分野における日本での取り組みなども参照しつつ，様々な考慮
の末判断されるべきことだと思われる。
(52）冑少年保護に関して言えば，現在は，媒体別に，青少年条例や事業者の自主規制によって図
られている。すなわち‘雑誌やDVD,パッケージ系のゲーム等については青少年条例，モバイ
ルコンテンツについては青少年インターネット利用環境整備法とモバイルコンテンツ審査・運
用監視機構(EMA)によるスキーム，放送については事業者の自主規制やBPOの青少年委員
会による取組みなどがあるが，それぞれの規制の間の整合性は必ずしも図られていないように
患われ，その寛厳については少なからぬ相違があるように見受けられる。
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